
大学教育開発研究センター・生涯学習教育機能開発研究部門の役割ー
･

大学教育開発研究セ ン タ ー 加藤かお り

1 . 生涯学習と大学

仕事で学外ヘ 出掛けていくことが多くなった｡ 特に､

新潟祭りに学生が参加する授業を始めたため , 教育関

係以外の地域の方と接する機会も増えた｡ そ の ような

機会に, 専門は生涯学習ですと自己紹介をして ､
｢生涯

学習っ て何ですか｡+ と聞きかえされた ことは
一

度もな

い
｡ ああ生涯学習ですか とすぐに納得されて､ こちら

が拍子抜けするほど∴｢ 生涯学習+ とい う言葉が 一

般的

に定着して いる｡ 世界的に見ても､ こ の ような国はめ

ずらしい と言えるだろう｡

ところが､ こ の ｢ 生涯学習+ が､ い まだ高齢者や主

婦の余暇学習を中心とした地域社会で行われている学

習活動の ことだという思い込みも少なくない ｡ 大学に

関して言えば､ この延長線上に ｢大学の生涯学習機能

すなわち公開講座のこと+ という決めつけもある｡ 多

少詳しくて, ｢社会人入学を受け入れて いる こと+ が付

け加えられる程度であろうか ｡
これ らの認識には､ 今

大学の改革を考える上で重要な視点が欠けてい る｡ 大

学の学部教育や大学院教育もまた, 生涯学習の過程の

一

部分であり, そ こでの教育は学内のみならず学外､

すなわち教育リソ
ー ス (資源) として の地域社会との

連携協力によ っ て担われる (教育機能の統合) とい う

視点である｡

生涯学習が重視されるようになっ た背景に, 現代社

会の急速かつ多様な変化がある｡ こ の変化の中で人々

が生き抜くため の , そ してよりよく生きるため の方策

が ､ ただ
一

つ 学習を続けること､ すなわち生涯学習な

のである｡ した が っ て ､ こ の文脈において学校教育が

果たすべき役割とは, 初等, 中等､ 高等の段階に合わ

せて学習を続けるため の基礎能力を培い ､ 学習環境を

整え, 学習支援を行うこととなる｡

生涯学習は , 1 9 9 0 年代以降, 日本を含め世界の教育

政策の中心とな っ た｡ これ を受けて, 学校教育体系の

最終段階である高等教育に求められ る役割は､ 初中等

教育以後の人生 の早い
一

時期に知識を授ける
一

過性の

教育の場から､ 原則として , 中等教育後のす べ て の成

人学習者が必要とするときに学習を支援する､ 地域社

会の高度な学習拠点へ と転換した｡ さ らに､ 学習の連

続という視点にお いて ､ 大学内と外 (地域ならびに 一

般社会) とは遮断されるものではない
｡
こ こで の学習

の連続とは､ 例えば, リカレント教育 (教育を受けて

職業につき､ 必要に応じて何度でも教育の場 へ もどる

回帰教育) や, 地域の生涯学習施設を利用 したノンフ

ォ
ー マル な学習から大学での フ ォ

ー

マ ルな学習へ移行

し､ 修了後にまたノンフ ォ
ー

マ ルな学習を続けること

などがあげられる｡ このような視点にお いて, 大学と

地域ならびに 一 般社会は､ 学習の連続を保証するため

の相互依存的な連携協力関係にあることが不可欠なの

である｡

大学は, その発祥の歴史に
■
ぉいて, 宗教的政治的自

律や学問の自由を求めこ 独立した存在であることに意

義を保っ てきた ｡ しか し, そ の存在意義が実社会との

隔絶を生み､ そ れゆえに､ 社会から存在意義を問われ

るようになっ た こ とは皮肉とも言える｡

しか しながら, 現在進みつ つ ある大学の変革が学問

の自由をす べて奪うわけではない ｡ む しろ, 変化の激

しい社会にあっ て ､ 大学の存在意義は, 真実を求める

という意味での中立を保ち研究を重ねて いく こと､ そ

の研究成果をもっ て社会にもの ごとの規範を具体的か

つ積極的に提示 し, 刺激を与え､ 参加する ことにある｡

大学の社会参加にお いて間接的とはいえ最も重要なの

が, 主体的自己学習能力ならびに研究成果に基づく高

度な知識 ･ 技術を身に付けた学生を育成し, 社会 へ送

り出すことである｡

2 . 生涯学習教育機能開発研究部門の役割

大学の生涯教育 ･ 学習機関として の役割, そ れ は地

域拠点大学を理念として掲げる新潟大学の目指すとこ

ろでもある｡ そ の役割には大別して , (1) 正規教育課程

における生涯学習機能を果たすことと､ (2)正規教育課
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程外で行われる地域社会における学習機関として の教

育サ ー ビス の提供があげられる｡ したがっ て ､ 生涯学

習教育機能開発研究部門部門の役割を
一

貫で いうなら

ば, これ ら大学が果たす生涯学習社会における役割の

実現に資する調査
･

研究を行うことである｡

具体的には, つ ぎの ような役割を重視して いる｡

(1) 正規教育課程における生涯学習機能の開発に資する

調査 ･ 研究

第1 に, 教養教育における, 自己学習力の育成 (揺

琴時間外の自主的学習) を促す授業開発のため の調査

研究があげられる｡ この自己学習力は生涯学習の基本

となる能力である｡

こ の背景には､ 昨今の学生にみられる自己学習力の

低下がある｡ セ ンタ
ー が実施した授業評価アンケ

ー

ト

調査結果からも明らかであるように､ 新潟大学におい

ても授業時間外の自主的学習時画数は不十分である｡

こ の ことから, 今後自主的学習を促す授業開発が教養

教育改善の重要な課題とな っ てい る｡

第2 に, 1 8 歳入学人 口 の みならず, 高等教育を必要

とする成人学習者
一

般を対象とする教育機能, とりわ

け教育か+ キ ュ ラムの拡充のために､ 学内外の教育機

能に関する調査研究を行うことがあげられる｡

現在, 新潟大学をふくめ多く の大学では, 社会人入

学の拡大､ 夜間部の開講, リカレント教育
･ リ フ レッ

シ ュ 教育等の職業人再教育, 単位互換 ･ 認定などの制

度を導入 し, 生涯学習機能の拡充を図って いる｡ こ の

ようなお もに制度面での変革は進展しつ つあり､ 高等

教育研究にお いても調査研究が進ゆられて いる｡

そ の反面, 教育力リキュ ラムは従来の 18 歳入学者

を対象とした教育プログラムの再編成にすぎない｡ 今

後は, 現行の フルタイム ベ ー スからパ ー トタイム制の

導入を検討するなど, 生涯学習の視点からの教育力リ

キ ュ ラムの創出が急がれる｡ こ の背景には, 日本では,

+ 投成人の教育は社会教育関連施設
･ 機関等にお いて ,

企業雇用者は企業内教育の場において行われてきた経

緯があり, 高等教育における成人教育研究ならびに成

人教育のため のカリキュ ラム研究がはとんどなされて

こなか っ たことがあげられる｡

したがっ て, 今後成人琴育の ニ
ー ズに対応した教育

力リキ ュ ラム の開発をお こな っ て いくために､ 大学は

学内だけでなく , 地域の社会教育機関 ･ 施設および民

間企業等､ 地域の教育機能からの知見を活用するとと

もに, 人材 ･ 情報など教育資源に関して ､ 連携体制を

構築する必要がある｡

そ のため, 当部門では , 地域の教育機能に関する現

状の把握に努めている｡

(2) 正規教育課程外での地域社会における教育サ
ー ビ

スに関する調査 ･ 研究

地域社会における教育サ
ー

ビス の提供につ いては,

すでに全学で取り組む公開講座やテレビ公開講座, 各

学部 ･ 大学院での地域出前型連携講座などがある｡ こ

れ らの事業企画にお いて ､ 地域の生涯学習の動向なら

びにニ ー ズを把握し, 寄与する ことがセ ンタ
ー の役割

とな っ て いる｡

3 . 活動の現状

生涯学習教育機能開発研究部門は, 具体的に以下の

ような活動を行って いる｡

(1) 県立生涯学習推進セ ンタ
ー 等で の 生涯学習関連施

設関係者め研修会等に参加し､ 地域の生涯学習政策

ならびに推進状況等につ いての情報や資料収集を行

う｡

(2) 学内の公開講座実施委員会委員として, 全学公開講

座の企画に参加, ならびにテ レビ公開講座ワ
ー キン

ググル
ー プとしてプロ グラム の企画を行っ て い る

(実施 ･ 運営は学生部学生課が担当) ｡ また､ 当垂員

会からの派遣で ､ 県立生涯学習推進セ ンタ
ー

が主催

する､ 県内大学等との連携による ｢ にい がた連携公

開講座+ 実行委員会に参加してい る｡ これ らの活動

を通じ, 実践的な立場での知見獲得に努めて いる｡

(3) セ ンタ ー プロ ジェ クト研究として､ 新潟大学学生を

対象に､ ｢新潟大学と地域社会に関する意識調査+(辛

成 13 年 アンケ
ー

ト調査) を全学部の協力を得て

実施した｡ こ の分析から学生を通しての大学と地域

0?か かわりの現状を把握し､ 学生からみた地域批点

大学として のあり方などを探る｡

(4) 地域と連携した新しい授業 (教養教育) ｢新潟学+

の関東｡ 地域社会と連携した授業計画を試行し, 地

域社会との新たな連携のあり方を探っ て い る｡

(5) 科学研究補助金 (若手研究 B) ｢地域社会における
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大学開放の ニ
ー ズに関する実証的研究+ (平成 1 3 -

1 4 年度) を受けて､ 地域の生涯学習施設等での ヒア

リング調査を実施する｡ さらに成人学習者対象の大

学開放ニ
ー

ズに つ いて の アンケ
ー

ト調査, および地

域企業事業主を対象にヒアリング調査を実施する予

定である｡

(¢センタ
ー プロ ジ ェ クトとして全学教養教育での ｢学

生による授業評価+ を担当しており､ 現行カリキ ュ

ラム の課題を分析して いく｡

(7) そ の他､ セ ンタ
ー

専任教員が少数 ( とくに本年 10

月 にいたるまで教授採用が遅れたこともあり) のた

め, 教養教育改善における現行のカリキ ュ ラム改善

などにも業務を広げ､ 他の センタ
ー 教員と

一

致協力

して活動して いる｡

4 . 今後の課題

今後の検討すべ き課題は､ まず, 現在継続中の活動を

ふ まえて ､ 新潟大学における生涯学習機能に関する調

査 ･ 研究をさらに深めていくことである｡ とりわけ, 坐

涯学習社会に対応する正規教育課程の開放性に関する調

査 ･ 研究が急がれる｡ 開放性とは､ 現行の限定された場

所や授業時間, 履修制度など, フ ルタイムベ
ー ス の カリ

キ ュ ラム の閉鎖性を改善することである｡ この開放性の

うち､ 本学が地域拠点大学として果たしてどこまで開放

可能であるのか (開放する ベ きなのか) ､ こ の こ とは大学

の今後の方向性と密接にかかわっ て い る｡

さらに､ こ の調査 ･ 研究を進めて いくにあた っ ては,

生涯学習機能に不可欠な連携協力を進めるネッ トワ ー ク

を, 学内のみならず大学を取り巻く地域社会にも構築し,

これ を
一

層拡充して いく ことが重要である｡ 大学の開放

性をめ ぐっ ては, こと に地域内の他の大学 ･ 短期大学等

高等教育と連携し調整を図りながら, 本学の立場を明確

にして いく ことが肝要である｡

併せて, 国外の生涯学習社会における大学等高等教育

機関の動向､ ならびに大学開放 (特にカリキュ ラム開発

面) に関する先行事例の把握に努め､ 本学におけるグロ

ー バルな視点からの生涯学習教育機能の開発に寄与した

い
｡

生涯学習教育機能開発研究部門を含め大教センタ
ー は ,

現在､ 専任教官3 名という小さな部局であるにもかかわ
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らず､ 扱う課題は, 教養教育を中心に大学全体に関わる

重要な案件や地域社会等と共同して取り組む べ き課題な

ど, そ の範囲は多岐に及んで いる｡

したが っ て､ セ ンタ
ー

の みで これらの課題を担当する

ことは困難であり､ 各学部の先生方, お よび事務職員の

方々 による支援が不可欠であり, さらに地域社会との協

力関係なしには ことは進まな い ｡ 幸いな こ とに, 現在,

セ ンタ ー

教官の学内外における諸活動を通じて ､ 点在す

るネッ トワ
ー

クの入り 口を見つけつ つ ある｡ 今後は､ 大

学を拠点にこれを線で結び, 関心ある人は出入りの自由

な, 大学と地域を緯ぶ大きな輪に育てていきた い｡
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